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特集	 東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会サポート特集

３つの拠点を連動させた村外サポートの準備とその運営について
Preparation and operation of support bases outside the athleté s village at TOKYO2020
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Ⅰ．オリンピック・パラリンピック競技大会に 

おける村外サポート拠点の概要

近年のオリンピック・パラリンピック競技大会

においては、選手村の村外に医・科学サポート活

動の拠点を設置し、トレーニングやコンディショ

ニング、リラックス等のための「場」を選手やコー

チに提供する動きが各国に見られるようになった
1), 14), 15)。

2000年のシドニー大会においてアメリカが「ハ

イパフォーマンス＆トレーニングセンター」を設

置したのが村外のサポート拠点の最初である 15)。

その後、各国が設置してきた村外サポート拠点は、

トレーニング施設やサポート機能に加え、宿泊機

能も持つ総合型トレーニング拠点とサポート機能

に特化して設置される拠点とに大別 4)されるが、

各国はそれぞれの選手団の規模や現場の要望を考

慮し、特色のある村外サポート拠点を設置してき

ている 1)。

新型コロナウイルス感染症への対策を施しなが

ら開催された東京 2020オリンピック・パラリン

ピック競技大会（以下、「東京大会」という）に

おいては、組織委員会が管理を行う施設と同等の

衛生基準を満たし、事前の申請等の所定の手続き

が行われることにより、ハイパフォーマンスセン

ター等のアスリートの競技パフォーマンス向上に

供するための施設等を用務先とすることができる

とされた 13)。これを受け、東京大会での準備に際

しては、アメリカが世田谷区大蔵運動公園に「ハ

イパフォーマンスセンター」9), 12)、イギリスが港

区お台場学園に「パフォーマンスロッジ」を設置

した 8)。一方で、オーストラリアやフランスが新

型コロナウイルス感染症の影響で村外拠点の設置

を取りやめ、選手村内にアスリートへのサポート

機能を集約させた 5)。

東京大会での村外サポート拠点の設置につい

ては、新型コロナウイルス感染症への対応とパ

フォーマンス発揮のための支援をどのように行

うかを同時に検討することが求められるようにな

り、村外サポート拠点の設置についても、新たな

局面に入ったと言える。

Ⅱ．東京大会における日本選手団を支える 

村外サポート拠点の設置

1　東京大会での村外サポート拠点の設置におけ

る背景

我が国の村外サポート拠点は、日本スポーツ振

興センターが受託するスポーツ庁委託事業「ハイ

パフォーマンスサポート事業」の活動の一つとし
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て設置されてきた。これまでの設置に際しては、

オリンピック、パラリンピックにおける競技直前

の最終調整のために選手やコーチが必要とする機

能を集約させ、「ワンストップショップ」をコン

セプトに実施されてきた 1), 14), 15)。その際、ナショ

ナルトレーニングセンター（以下、「NTC」とい

う）及び国立スポーツ科学センター（以下、「JISS」

という）で構成されるハイパフォーマンススポー

ツセンター（以下、「HPSC」という）に類似し

た環境を大会開催地に再現し、選手が普段どおり

の環境で大会に向けた最終調整が行えるようにデ

ザインされてきた 1), 14)。しかしながら、東京大会

は自国での開催であるため、これまでのように

HPSCを再現するのではなく、選手村の機能及び

選手村周辺に設置する村外サポート拠点と HSPC

を連携させ、最終調整のための機能をいかに効果

的に発揮できるのかを考え、それぞれの役割や機

能をデザインする必要があった。

また、2016年 4月に HPSCのオリンピック競

技、パラリンピック競技の共同利用 7)が始まり、

2019年 6月にユニバーサルデザインにも配慮し

た NTC屋内トレーニングセンター・イースト（以

下、「NTCイースト」という）が稼働を開始して

いる 11)。つまり、東京大会は、オリンピック競技

とパラリンピック競技を一体的に捉えたサポート

拠点を活用して最終準備を行う初めての大会でも

あったといえる。

2　日本代表選手団との連携体制の構築

東京大会では、選手村、ハイパフォーマンスサ

ポート事業で設置される村外サポート拠点、日本

オリンピック委員会及び日本パラリンピック委員

会が選手団機能の一部として設置する村外拠点、

HPSCを有機的に繋げ、有効に活用される仕組み

作りが必要となる。

その際、これまでの大会とは異なり、既に日常

的に利用している HPSCを最終準備でどのように

最大限に活用するか、また、オリンピック競技と

パラリンピック競技を一体的に捉えて HPSC及び

村外サポート拠点をどのように活用するかについ

て、日本オリンピック委員会（以下、「JOC」と

いう）、日本パラリンピック委員会（以下、「JPC」

という）、日本スポーツ振興センター（以下、「JSC」

という）がそれぞれの役割を明確化し、その役割

を確実に果たしていくことがこれまで以上に重要

になった。

HPSCでは、日常的な運営に関する統括団体と

の連絡調整のために、「NTC運営協議会」が定期

的に開催されている。また、ハイパフォーマンス

サポート事業における村外サポート拠点設置につ

いては「大規模な国際競技大会でのハイパフォー

マンスサポート拠点の設置に向けた連携協議会」

がスポーツ庁主催で開催され、連絡調整が図ら

れてきた。東京大会での最終準備にあたっては、

HPSCの日常的な運営、ハイパフォーマンスサ

ポート事業における村外サポート拠点の設置及び

運営に加え、大会期間特有の日本代表選手団との

連絡調整が加わるため、既存の 2つの協議会での

議論を踏まえた東京大会での活動に特化した連絡

調整体制が必要となった。

そのため、JOC強化本部長や JPC強化委員長

など各組織の執行責任者が会して連絡調整を図る

ための会議体として「ステアリングコミッティー」

が構成された。2019年 11月 1日に第 1回の会議

を開催して以降、大会終了後の 2021年 9月 30日

までに計 6回の会議が開催され、セキュリティ強

化、感染症対策、施設開設時間などについて協議

が行われ、それぞれについての情報共有が行われ

た（表 1）。

また、実務的な交渉、調整といった事務レベル

での協議を行うために、現場実務者から構成され

るワーキングチームも構成された。ワーキング

チームは 2019年 10月から 11月にかけて、JOC、

JPCが中央競技団体からの要望などの取りまとめ

作業を行い、大会までに解決すべき事項を約 80

項目抽出、タスク化して 3者間で共有した。それ

ぞれの連絡窓口はそれぞれのワーキングチーム主

担当が担い、東京大会に向けての情報が一元化さ

れるように体制を整えた。
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3　HPSC内の体制整備と大会に向けた準備

2019年 7月には HPSCに勤務する JSCスタッ

フから構成される東京大会に向けたプロジェクト

が HPSC内に設置され、各部署、部門が有する情

報を集約し、準備状況の確認や進捗の管理を行う

体制が整備された。同年 10月から 2020年 3月の

大会延期決定までは隔週でミーティングが行われ

た。この期間は、主に施設のセキュリティ強化、

開設時間などについて、各所と連絡調整を図るた

めの情報の集約、検討を行った。

また、2020年 10月から隔週でのミーティング

を再開し、主に感染症対策を踏まえた施設のセ

キュリティ強化、開設時間などの検討の進捗状況

に関する情報や日本代表選手団から得られた大会

関連情報などを集約した。また、延期に伴い、半

年後に冬季大会も開催される状況になったため、

冬季競技アスリートの利用についても情報を収集

し、利用の在り方についての検討を行った。

1）セキュリティ対策

自国開催されるオリンピック、パラリンピック

であり、社会的関心も高いことから、大会前及び

大会中の安全確保は大きな課題であった。そのた

め、段階的に HPSCへの立入制限を設け、本番時

のセキュリティを確保できるよう「東京 2020に

表 1. 日本代表選手団との連携体制に関する活動

連携体制での活動 大会関係の動き

2019年 10月31日 第 1 回ワーキングチーム（第 1 回）

11月１日
ステアリングコミッティー（第 1 回）

・連携体制の整備

11月15日 ワーキングチーム（第 2 回）

11月29日 ワーキングチーム（第 3 回）

12月９日
ステアリングコミッティー（第 2 回）

・大会期間中の HPSC の運用方針

2020年 ２月17日 ワーキング（第 4 回）

２月26日 ワーキング（第 5 回）

３月24日 開催延期決定

８月31日 ワーキング（第 6 回）

９月24日
ステアリングコミッティー（第 3 回）

・感染症対策について

2021年 ２月９日 プレイブック ver1

２月25日
ステアリングコミッティー（第 4 回）

・アスリートカードの必携化

３月25日
HPSC2020PT の実施

（隔週での会議開催）

４月28日 プレイブック ver2

５月28日
ワーキングチームミーティングの再開

（週例での会議実施）

６月３日 HPSC2020PT の再開（週例での会議実施）

６月15日 プレイブック ver3

６月30日
ステアリングコミッティー（第 5 回）

・日本代表選手団エリアについて

９月30日
ステアリングコミッティー（第 6 回）

・大会総括
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係る HPSC立入管理等に関する基本方針」を策定

した。その方針に基づき、2021年 4月 1日より

レベル 1として一般利用者が HPSCの各施設に立

ち入ることを制限し、6月 1日からレベル 2とし

て一般利用者が HPSCの敷地内に立ち入ることを

制限することとした。また、7月 1日（延期前は

選手村開村日の予定であった）からレベル 3と位

置づけ、東京 2020関係者以外の HPSC敷地内へ

の立ち入りを制限し、HPSCのセキュリティを最

大限に確保した。特に、レベル 3の期間は、JISS

正門以外を閉鎖し、HPSC正門にも警備員を配置

する等の体制整備が行われた。

セキュリティの強化にあたっては、通常時は施

設内を通り抜けできる近隣住民からの協力が不可

欠であることから、閉鎖した各門にポスター等を

掲示し、理解と協力を求めた（写真 1）。

2）感染症対策

HPSC、村外サポート拠点が新型コロナウイル

ス感染症対策調整会議にて示された選手の用務先

として認められるよう、組織委員会に対するハイ

パフォーマンスセンター申請書を JOC及び JPC

を通じて提出した。それに伴い、ハイパフォーマ

スセンターとして求められる、新型コロナウイル

ス感染症対策を強化し東京大会を開催するために

公開された「プレイブック」に記載される感染症

対策に関する必要事項を確認しながら、大会本番

に向けた準備を進めた。

特に、スクリーニング検査、立ち入る事が可能

な場所の制限、衛生管理、マスクの着用、フィジ

カル・ディスタンスなどが、HPSCで活動する選

手、コーチやスタッフにどのように適用されるか

について、プレイブックが更新されるごとに確認

し、記載されている主要事項を抜粋し、HPSCス

タッフ全体に対する注意喚起を行った。

また、感染予防対策の側面から安全な環境で最

終準備を行うことができるよう、選手、コーチと

HPSCスタッフの動線が必要以上に交わらないよ

う日本代表選手団関係者専用エリア（チームジャ

パンエリア）を設定した（写真 2）。また、建物

の入り口も選手、コーチと HPSCスタッフを分け

ることで動線を管理した。

写真１. 封鎖した西門と地域住民向けポスター
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4　パラリンピック日本代表選手団への輸送支援

パラリンピックアスリートについては、特に移

動に負荷がかかることから、JPCと協議の上、パ

ラリンピック期間中の輸送支援を行った。2021

年 8月 19日から 9月 7日の期間で、選手村、村

外サポート拠点を設置した臨海地区と HPSC間と

をつなぐシャトルバスを JSCが運行した。

選手や競技団体関係者がシャトルバスを利用す

る目的は、選手村への入村、選手村からの退村、

HPSCの利用が主であった。入村時に利用する選

手の多くは、直前まで HPSCで調整を行い、入村

する日にチーム単位で移動するためにシャトルバ

スを利用していた。また、退村時に利用した選手

の多くが、入村時にシャトルバスを利用し HPSC

から入村していたため、自家用車や荷物のピック

アップのために帰宅時にも HPSCに立ち寄る必要

性から退村時にも再びシャトルバスを利用してい

た。また、一度入村した選手が、レースや試合当

日までの期間に、再び HPSCを利用するために、

シャトルバスを利用することもあった。また、試

合当日、主にウォーミングアップ等を HPSCで行

うために、シャトルバスを利用する選手もいた。

いずれの場合にも、日頃から HPSCを利用してい

る選手が、選手村から HPSCに通うためにシャト

ルバスを利用していた。

運行に際し使用された車両は、マイクロバス 1

台、福祉車両 2台を 1連結とした、3連結編成と

し、HPSC－臨海地区間を時間通りに運行ができ

るよう準備した。HPSCには常に待機車両を配備

し、急な増便にも対応できるようにした。また、

バックアップ車両として、福祉車両 3台、ワンボッ

クスカー、ミニバンを準備し、増便の際に活用し

た（表 2）。

シャトルバス運行表を選手村、HPSC、各村外

サポート拠点等に掲示し、団体利用や時間の制約

がある場合、特別なサポートを必要とする場合等

を除いて、定期運行しているシャトルバスを自由

に利用する運用を行った。チーム単位など団体で

一度に移動したい場合、車いすユーザーが多い場

合、手荷物として持ち込む荷物が多い場合等は、

あらかじめ競技団体と村外サポート拠点とが連絡

を取り合い、車両の増便等の調整を事案ごとに

写真２. 日本代表選手団関係者専用エリア
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行った。

チームでの移動や車いすユーザーの使用等によ

り、村外サポート拠点での調整を行ったシャトル

バスの利用は 153件あり、延べ 1126名が乗車し

た。定期運行しているシャトルバスを使用した件

数、人数は、これらに含まれていないため、実際

にはさらに多くの利用があったと推察される。

主に利用していた競技は、陸上、水泳、ゴール

ボール、柔道、車いすラグビー、車いすバスケッ

トボール、車いすテニス、卓球、車いすフェンシ

ング、バドミントン、アーチェリー、テコンドー、

射撃であった。

シャトルバスの運行に際しては、チーム競技の

車いすユーザー利用時の座席数確保に特に注意を

払った。介護用の車いすと競技者が常用している

車いすでは、車幅やタイヤの厚さ等が異なる場合

がある。通常の福祉車両は、4台の車いすが乗る

ことができる仕様であったが、通常の車いすの規

格より大きな車いすを利用している選手が多いこ

とから、安全面を考慮し、今回の運用では 3台の

みでの乗車として運用することとした。そのた

め、一度に乗車する車いすユーザーが多い場合に

は、座席に移乗可能な選手については、乗車しや

すいミニバン等に乗車することで、なるべく一つ

のチームがまとまって一度に移動できるように配

慮した。

シャトルバスを利用したチームの関係者から

は、「日頃から活用していた HPSCに、パラリン

ピックという特別な大会期間中に毎日通えたこと

はとてもありがたい、選手によっては環境の変化

に影響を受けやすく繊細な選手もいるため、い

つも通りに準備が出来たことは、ありがたかっ

た」といった評価を得た。また、「急遽試合当日

に HPSCを活用することとなり、シャトルバスを

利用してウォーミングアップをしてから競技会場

に向かっていた。東京の地の利を生かすことがで

きた」といった声もあった。

5　新しい生活様式を踏まえた支援体制

1）セキュリティ強化と感染症対策のためのアス

リートカードの利活用

HPSCではセキュリティ強化及び利用者の利便

性向上を目的として、HPSCを利用するアスリー

トやコーチに個人の競技名、氏名、写真を印刷し

た非接触型 ICカードを配布している。このカー

ドはアスリートカード（以下、「アスカ」という）

と呼び、2018年 4月から導入を開始した。アス

カはセキュリティカードとして利用できるだけ

でなく、HPSC内の各所に設置しているコンディ

ション記録端末「アスリートポート」や HPSC内

の各レストランに設置している栄養管理システム

「mellonⅡ」にも利用できる。

アスカ導入の契機となったのは、2018年度に

実施したアスリート・データセンター構築に向け

た取組である。この取組を通じて、HPSCの入退

室管理システムを更新するとともに、HPSC内の

様々なシステムが持つアスリートに関するデータ

の一元管理を行うシステムを構築した。更新した

表 2. パラリンピック日本選手団への輸送支援体制

車種 台数 乗車人数 備考

定期運行 マイクロバス １台 座席21席 ３連結で運用

補助席６席

福祉車両 ２台 車いす３台

バックアップ 福祉車両 ３台 車いす３台 増便時に利用

ワンボックスカー １台 座席９席

ミニバン １台 座席６席
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入退室管理システムにおいても、選手の競技名、

氏名をシステムから取得することにより、速やか

にアスカを発行できる体制が整った。

2018年 4月のアスカ導入時には、発行対象を

HPSCに専用練習場がある競技団体のみとして

いたが、2021年 4月からは東京大会に向け、更

なるセキュリティ強化及び感染症対策を図るた

め、HPSCに専用練習場がない競技団体も対象に

広げ、HPSC利用者は原則としてアスカを必携と

した。さらに、東京大会の期間中は、JSC､ JOC、

JPCのそれぞれが選手村近くに村外サポート拠点

を設けたが、JOC､ JPCの協力によって、アスリー

トはアスカ 1枚で HPSCだけでなく各村外サポー

ト拠点も入館、利用することができた。

2）無観客開催における映像支援

競技団体の分析スタッフ、ハイパフォーマンス

事業の映像スタッフを対象として、NTCイース

ト 2FミーティングルームC及び展示コーナーに、

東京大会の映像を視聴できる環境を整備した。オ

リンピック期間中の利用者は延べ 250名、総利用

時間は 1700時間、15競技種別で利用された。主

な利用競技は、卓球、体操、スポーツクライミング、

バドミントン、陸上（短距離、跳躍、競歩）であっ

た。パラリンピック期間中の利用者は延べ 70名、

総利用時間は 950時間、7競技種別で利用された。

主な利用競技は、車いすバスケットボール（男子）、

陸上、車いすテニス、バドミントンであった。映

像分析スタッフは、映像を使ってリアルタイムで

のレース分析やゲーム分析を行い、試合会場や選

手村にいる日本代表チームへ分析結果をフィード

バックしていた。また、コーチが映像を見ながら、

電話やメッセンジャーアプリを利用して、選手へ

のリモートでのコーチングを行う姿も見られた。

東京大会はほぼ無観客試合で行われ、観戦チケッ

トを使って会場へ入ることができなかったため、

多くの競技でスポーツ映像分析室が利用された。

Ⅲ． まとめ

東京大会での村外サポート拠点の設置、運営に

向けては、スポーツ庁、JOC､ JPCと JSCが、ど

のように役割分担を行い、効率的かつ効果的な連

携を行うかについて、2019年から検討を進めて

いた。

多機関の連携については、連携による他機関と

の結びつきの頻度と経路が増大することによる非

効率が生じ、その解決のためのコストが増大する

という問題点が指摘されている 3)。その対処策と

して、判断の拠り所となる枠組みのルール化と協

力体制の「群化」が提唱されている 3)。ここでの

「群化」とは、各機関の窓口を一本化し、各機関

の結びつく経路数を抑制することである。東京大

会での村外サポート拠点の設置、運営に向けた準

備においても、連携の枠組みを意思決定層の経路

と実務者の経路に整理し、情報共有の窓口を一本

化する等の「連携体制の群化」を図ったことによ

り、大きな混乱が生じることもなく準備期間、大

会期間を終えることができたと考えられる。その

結果、HPSC及び村外サポート拠点の 3拠点合わ

せて延べ約 5万人のオリンピック日本代表選手

団、パラリンピック日本代表選手団の関係者が利

用した 6)。

オリンピック、パラリンピックにおいては、選

手村内にフィットネスやメディカルのサポートセ

ンターが設置されていること 2)や、プレイブック

などの大会ごとに設定される新型コロナウイルス

感染症等への対策も踏まえ、今後も、オリンピッ

ク・パラリンピック本番時のサポートにおけるス

ポーツ庁、JOC､ JPC､ JSCなどの各関係機関の

担うべき役割について、時流に沿った検討を行っ

ていくことが必要であろう。
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